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１
日
本
の
賃
金
が

上
が
ら
な
い
理
由
？

近
年
、
日
本
の
賃
金
は
停
滞
を
続
け
て

き
た
。
そ
の
理
由
に
つ
い
て
、
多
様
な
角

度
か
ら
分
析
が
な
さ
れ
て
い
る
。
い
く
つ

か
を
取
り
上
げ
て
み
る
と
、
第
一
に
、
非

正
規
の
増
加
で
あ
る
。
正
規
よ
り
非
正
規

の
賃
金
は
安
い
ゆ
え
、
そ
の
比
率
が
高
ま

る
と
、
全
体
の
賃
金
水
準
は
下
が
る
と
い

う
こ
と
で
あ
る
。
第
二
に
、
女
性
と
高
齢

者
の
労
働
市
場
参
加
で
あ
る
。
労
働
力
構

成
上
そ
の
比
重
を
高
め
た
女
性
と
高
齢
者

は
、
賃
金
が
上
が
る
と
す
ぐ
労
働
供
給
を

増
や
す
傾
向
が
あ
る
た
め
、
全
体
の
賃
金

水
準
は
停
滞
す
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

第
三
に
、
大
企
業
と
中
小
企
業
と
の
間
の

格
差
で
あ
る
。
日
本
に
お
い
て
は
中
小
企

業
が
多
い
反
面
、
そ
の
労
働
生
産
性
が
低

い
た
め
、
全
体
の
賃
金
水
準
は
上
が
ら
な

い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
第
四
に
、
人
へ
の

投
資
不
足
で
あ
る
。
従
来
日
本
が
誇
っ
て

き
た
O
J
T
へ
の
投
資
は
、
近
年
低
下
し

韓
国
と
の
比
較
か
ら
み
た
日
本
の
賃
金
の
課
題

て
お
り
、
そ
れ
が
人
の
生
産
性
を
下
げ
、
全

体
の
賃
金
水
準
を
下
方
に
押
し
と
ど
め
て
い

る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
理
由
づ
け
は
、
日
本
国
内
の

事
情
に
即
す
る
限
り
、
う
な
ず
け
ら
れ
る

も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
国
際
比
較
を
ふ
ま

え
る
と
、
必
ず
し
も
説
得
的
と
は
い
え
な

い
。
例
え
ば
、
隣
の
韓
国
と
比
較
し
て
み
よ

う
。少
し
調
べ
て
み
れ
ば
わ
か
る
こ
と
だ
が
、

韓
国
の
非
正
規
の
比
率
は
日
本
よ
り
高
い
。

女
性
の
労
働
力
率
は
日
本
と
ほ
ぼ
同
じ
で
、

高
齢
者
の
そ
れ
は
日
本
よ
り
低
い
も
の
の
、

O
E
C
D
平
均
よ
り
は
5
％
p
以
上
高
い
。

大
―
中
小
間
格
差
は
韓
国
の
ほ
う
が
よ
り

大
き
く
、
中
小
企
業
で
働
く
者
は
全
体
の

８
割
強
を
占
め
る
も
の
の
（
日
本
は
７
割

弱
）、
そ
の
製
造
業
労
働
生
産
性
は
大
企
業

の
30
％
強
に
す
ぎ
な
い（
日
本
は
50
％
弱
）。

な
お
、
韓
国
も
労
働
市
場
は
二
重
化
し
て

お
り
、
正
規
を
中
心
と
し
た
内
部
労
働
市

場
で
は
年
功
賃
金
が
支
配
的
で
あ
る
。
し

か
し
な
が
ら
、
O
J
T
へ
の
関
心
は
日
本
よ

り
弱
く
、
韓
国
の
O
J
T
投
資
が
大
き
い

と
は
と
う
て
い
い
え
な
い
。
こ
う
し
て
み
る

と
、
韓
国
は
日
本
と
似
て
お
り
、
お
か
れ
た

状
況
は
日
本
よ
り
不
利
と
も
い
え
る
。
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
韓
国
の
賃
金
は
上
が
っ
て
い

る
の
で
あ
る
。

2
日
本
を
追
い
越
し
た

韓
国
の
賃
金

図
１
（
次
頁
）を
み
よ
う
。
韓
国
の
賃
金

は
、O
E
C
D
平
均
を
若
干
上
回
る
比
率

で
伸
び
続
け
、2
0
1
5
年
か
ら
は
日
本
を

追
い
越
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
2
0

2
0
年
現
在
、
フ
ル
タ
イ
ム
1
人
当
た

り
の
購
買
力
評
価
に
よ
る
年
間
賃
金
は
、

日
本
が
3
8
5
1
5
ド
ル
、
韓
国
が
4
1

9
6
0
ド
ル
で
、韓
国
の
ほ
う
が
3
千
ド

ル
以
上
高
い
。

　

で
は
、
な
ぜ
日
本
の
賃
金
は
停
滞
し
、

韓
国
の
賃
金
は
上
昇
し
て
い
る
の
か
。
そ
の

手
掛
か
り
を
図
2（
次
頁
）か
ら
探
る
こ
と

が
で
き
る
。
図
の
う
ち
、２
つ
の
折
れ
線
は
、

5
人
以
上
事
業
所
（
た
だ
し
、
日
本
は
一
般

労
働
者
、
韓
国
は
常
用
労
働
者
）
の
現
金

禹
　
宗
杬

埼
玉
大
学
経
済
学
部
教
授

視
点

2

給
与
総
額
の
引
上
げ
率
を
示
し
、
残
り
の

2
つ
は
、
相
対
的
に
規
模
の
大
き
い
企
業

の
労
使
交
渉
に
よ
る
賃
上
げ
率
を
示
す
。

　

図
か
ら
二
つ
の
こ
と
が
指
摘
で
き
る
。

一
つ
は
、
日
本
に
お
い
て
は
ほ
と
ん
ど
ベ

ー
ス
ア
ッ
プ
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
の
に
対

し
、
韓
国
に
お
い
て
は
そ
れ
が
持
続
的
に

行
わ
れ
た
こ
と
で
あ
る
。
日
本
の
場
合
、

主
要
企
業
は
確
か
に
2
％
前
後
の
賃
上
げ

を
実
施
し
て
い
る
が
、
通
常
、定
昇
分
が

1
・5
〜
2
・
0
％
で
あ
る
点
に
照
ら
す
と
、

ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
は
わ
ず
か
で
し
か
行
わ
れ

な
か
っ
た
こ
と
に
な
る
。
も
う
一
つ
は
、
日

本
で
は
主
要
企
業
の
賃
上
げ
率
が
明
ら
か

に
高
い
の
に
対
し
、
韓
国
で
は
5
人
以
上

事
業
所
の
現
金
給
与
総
額
引
上
げ
率
も
そ

れ
に
劣
ら
な
い
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
は
、

韓
国
に
お
い
て
は
い
わ
ば
弱
い
者
の
賃
金

も
上
が
り
、
そ
れ
が
全
体
の
賃
金
水
準
を

押
し
上
げ
て
い
る
こ
と
を
示
す
。

　

で
は
、
日
本
と
異
な
り
、
韓
国
で
は
な

ぜ
こ
の
よ
う
な
賃
上
げ
の
「
ダ
イ
ナ
ミ
ズ

ム
」
が
働
い
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
以
下
、
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労
働
力
の
需
要
側
（
企
業
）、
労
働
力
の
供

給
側
（
労
働
者
・
労
働
組
合
）、
そ
し
て
国

側
に
沿
っ
て
、
そ
の
ダ
イ
ナ
ミ
ズ
ム
の
一
端

を
垣
間
見
る
こ
と
に
す
る
。
む
ろ
ん
、
韓
国

の
賃
金
も
課
題
は
山
積
し
て
い
る
。し
か
し
、

こ
こ
で
は
賃
金
を
押
し
上
げ
る
メ
カ
ニ
ズ

ム
に
議
論
を
限
定
す
る
。
そ
し
て
、
そ
こ

昇
率

－

就
業
者
増
加
率
）
と
同
様
の
動
き

を
見
せ
る
。
賃
金
は
、
基
本
的
に
生
産
性

と
連
動
す
る
の
で
あ
る
。
こ
の
際
、
製
造

業
の
生
産
性
が
、
ほ
か
の
産
業
に
比
べ
て

相
対
的
に
高
い
こ
と
は
よ
く
知
ら
れ
て
い

る
。
韓
国
の
場
合
、
そ
の
製
造
業
の
比
重
を

維
持
で
き
た
こ
と
が
、
賃
金
上
昇
の
土
台

か
ら
日
本
へ
の
示
唆
を
引
き
出
す
。

3
企
業
は
、投
資
を
し
、生
産
性

を
向
上
さ
せ
て
い
る
の
か
？

一
般
的
に
名
目
賃
金
上
昇
率
は
、
い

わ
ゆ
る
国
民
経
済
生
産
性
上
昇
率
（
実

質
G
D
P
の
上
昇
率
＋
消
費
者
物
価
上

と
な
っ
た
。
と
同
時
に
、
電
気
機
器
・
自
動

車
な
ど
「
中
高
位
技
術
産
業
群
」か
ら
、
半

導
体
・
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
な
ど
「
高
位
技
術

産
業
群
」
へ
比
較
的
ス
ム
ー
ズ
に
移
行
し

た
こ
と
も
大
き
い
。
経
済
の
サ
ー
ビ
ス
化

と
い
う
流
れ
の
な
か
で
も
、
付
加
価
値
全

体
に
占
め
る
製
造
業
の
割
合
は
、
2
0
2

0
年
現
在
27
・
2
％
の
水
準
を
保
っ
て
い

る
の
で
あ
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
製
造
業
の
付
加
価
値

比
重
に
お
い
て
は
日
本
も
19
・
８
％
の
水

準
を
保
っ
て
い
る
。
ド
イ
ツ
と
並
ん
で
、
先

進
諸
国
の
な
か
で
は
高
い
レ
ベ
ル
を
維
持
し

て
い
る
の
で
あ
る
。
な
ら
ば
、問
う
べ
き
は
、

製
造
業
に
お
け
る
生
産
性
向
上
で
あ
る
。

2
0
0
0
年
か
ら
2
0
2
0
年
ま
で
、
日

本
の
５
人
以
上
事
業
所（
製
造
業
）
に
お

け
る
１
人
当
た
り
名
目
生
産
性
の
増
加
率

は
年
平
均
で
0
・
2
％
で
あ
っ
た
。
結
果
、

１
人
当
た
り
の
名
目
賃
金
上
昇
率
は
年
平

均
0
・
3
％
に
止
ま
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
、

韓
国
の
ほ
う
は
、
同
時
期
に
名
目
生
産
性

増
加
率
が
年
平
均
5
・
3
％
、
名
目
賃
金

上
昇
率
が
年
5
・3
％
で
あ
る
。

　

で
は
、
何
が
こ
の
生
産
性
増
加
率
の
差

を
生
み
出
し
て
い
る
の
か
。
そ
れ
は
、
韓
国

の
中
小
企
業
が
頑
張
っ
て
い
る
と
い
う
こ

と
に
尽
き
る
。
2
0
2
0
年
ま
で
の
20
年

間
、
韓
国
製
造
業
大
企
業
の
売
上
高
増
加

率
は
年
平
均
6
・
6
％
で
あ
っ
た
。
対
し

て
、
中
小
企
業
の
そ
れ
は
7・4
％
で
あ
る
。
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図2 賃上げ率の日韓比較

出所：日本は、厚生労働省「毎月勤労統計調査」および厚生労働省「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」；
韓国は、雇用労働部「事業所労働力調査報告」および雇用労働部「賃金決定現況調査」（旧「賃金交渉妥結現況調査」）
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そ
の
基
盤
を
作
っ
て
い
る
の
が
設
備
投
資
で

あ
る
。
図
３
を
み
よ
う
。
こ
れ
は
、
製
造
業

の
資
本
装
備
率
（
従
業
員
１
人
が
保
有
す

る
機
械
な
ど
有
形
固
定
資
産
）
を
日
韓
で

比
較
し
た
も
の
で
あ
る
。
2
0
1
9
年
現

在
、
韓
国
製
造
業
大
企
業
の
資
本
装
備
率

は
4
億
3
3
7
6
万
ウ
ォ
ン
で
あ
る
（
便

宜
の
た
め
、「
10
：
1
」
の
為
替
レ
ー
ト
で

換
算
す
る
と
4
3
3
8
万
円
。
以
下
、
同

様
に
計
算
す
る
）。一
方
、
韓
国
製
造
業
中

小
企
業
の
そ
れ
は
1
5
4
3
万
円
で
あ

る
。
大
―
中
小
間
格
差
が
大
き
い
こ
と
が

わ
か
る
。
問
題
は
、
日
本
と
の
差
で
あ
る
。

2
0
1
8
年
度
現
在
、
日
本
製
造
業
大
企

業
の
資
本
装
備
率
は
1
8
1
2
万
円
、中

小
企
業
の
そ
れ
は
6
3
1
万
円
で
あ
る
。

比
較
上
の
誤
差
は
あ
り
得
る
が
、
全
体
的

に
日
本
よ
り
韓
国
の
資
本
装
備
率
が
大
き

い
こ
と
に
驚
く
。
日

本
が
設
備
投
資
を
惜

し
む
間
、
韓
国
は
設

備
投
資
を
続
け
、
大
・

中
小
を
問
わ
ず
日
本

よ
り
多
く
の
装
備
を

有
す
る
よ
う
に
な
っ

た
。
こ
れ
が
日
韓
の

生
産
性
増
加
率
の
格

差
を
も
た
ら
し
た
の

で
あ
る
。

　

一
方
、
こ
の
装
備

を
使
う
の
は
人
で
あ

る
。
た
と
え
機
械
が

古
く
と
も
、
人
が
そ

れ
を
効
率
よ
く
使
え

れ
ば
、
生
産
性
は
向

上
し
得
る
。
し
か
し
、

人
へ
の
投
資
に
お
い

て
も
日
本
は
後
れ
を

取
っ
て
い
る
。
製
造

企
業
が
、
全
体
の
労

働
費
用
の
う
ち
ど
の
程
度
を
教
育
訓
練
費

と
し
て
支
出
す
る
か
を
み
る
と
、
日
本
が

0
・
1
％
に
過
ぎ
な
い
の
に
対
し
、
韓
国
は

0
・
3
％
で
あ
る
。
同
様
の
こ
と
は
、
社
会

的
な
レ
ベ
ル
で
も
い
え
、
職
業
訓
練
な
ど

「
積
極
的
労
働
市
場
政
策
」
に
対
す
る
公

的
支
出
は
、
日
本
が
G
D
P
対
比
0
・
15

％
で
あ
る
の
に
対
し
、
韓
国
は
0
・
35
％

で
あ
る
。
な
お
、
社
会
全
体
の
教
育
水
準

に
お
い
て
も
韓
国
は
日
本
を
追
い
越
し
て

い
る
。
以
上
は
総
じ
て
、
日
本
は
投
資
し
な

か
っ
た
が
ゆ
え
に
、
そ
の
賃
金
が
上
が
ら

な
い
こ
と
を
示
唆
す
る
も
の
で
あ
る
。

4
労
働
者
・
労
働
組
合
は
、

賃
上
げ
に
積
極
的
に

取
り
組
ん
で
い
る
の
か
？

2
0
0
0
〜
2
0
2
0
年
の
間
、
韓
国

の
1
人
当
た
り
名
目
G
D
P
上
昇
率
は
年

平
均
5
・
8
％
で
あ
っ
た
。
こ
の
時
期
、
5

人
以
上
事
業
所
に
働
く
労
働
者
の
現
金

給
与
総
額
引
上
げ
率
は
産
業
計
で
年
平

均
4
・
7
％
で
あ
る
。
G
D
P
上
昇
率
の
範

囲
内
で
は
あ
る
が
、一
定
程
度
賃
上
げ
が
行

わ
れ
た
こ
と
が
わ
か
る
。一
方
、日
本
の
場

合
は
前
者
が
0・1
％
、後
者
が
マ
イ
ナ
ス
0・

4
％
で
あ
っ
た
。
G
D
P
が
増
加
し
て
い
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
賃
金
は
下
が
っ
た
の
で

あ
る
。
こ
の
問
題
は
、
相
対
的
に
生
産
性
が

低
い
と
さ
れ
る
対
人
サ
ー
ビ
ス
業
に
お
い

て
よ
り
深
刻
で
あ
っ
た
。
同
期
間
、
飲
食
・

宿
泊
は
年
平
均
マ
イ
ナ
ス
0・8
％
、
医
療
・

福
祉
は
年
平
均
マ
イ
ナ
ス
0
・
9
％
を
記

録
し
て
い
る
。

　

憂
慮
さ
れ
る
の
は
、
賃
金
が
下
が
る
と

い
う
こ
の
現
象
が
、
日
本
で
は
当
然
の
よ
う

に
思
わ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
先
方
の
韓

国
で
は
と
い
う
と
、
同
期
間
、
飲
食
・
宿

泊
は
年
平
均
5
・
1
％
、
医
療
・
福
祉
は
年

平
均
3
・
6
％
そ
れ
ぞ
れ
上
昇
し
た
。
医
療・

福
祉
が
産
業
計
よ
り
低
い
も
の
の
、
飲
食
・

宿
泊
が
産
業
計
よ
り
高
い
上
昇
率
を
示
し

て
い
る
点
は
、
注
目
を
要
す
る
。
医
療
・

福
祉
は
、
日
韓
と
も
に
公
定
価
格
の
制
約

を
受
け
る
ゆ
え
、
後
で
述
べ
る
国
の
役
割

が
重
要
で
あ
る
。
一
方
、
飲
食
・
宿
泊
に

代
表
さ
れ
る
対
人
サ
ー
ビ
ス
業
に
お
い
て
、

韓
国
が
そ
れ
な
り
の
賃
上
げ
を
達
成
し
て

い
る
こ
と
は
、
日
本
に
対
し
て
示
唆
す
る

と
こ
ろ
が
小
さ
く
な
い
の
で
あ
る
。

　

そ
れ
は
、
一
言
で
い
え
ば
、
賃
上
げ
に
対

す
る
労
働
者
の
意
欲
と
、
賃
上
げ
に
お
け

る
労
働
組
合
の
機
能
で
あ
る
。
2
0
2
0

年
現
在
、
日
本
の
労
働
組
合
組
織
率
は
17
・

1
％
、
韓
国
の
そ
れ
は
14
・
2
％
で
あ
る
。

労
働
組
合
に
カ
バ
ー
さ
れ
る
労
働
者
の
比

率
が
低
く
、
な
お
日
本
よ
り
対
立
的
な
労

使
関
係
の
も
と
に
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

韓
国
の
ほ
う
が
飲
食
・
宿
泊
に
お
い
て
も

高
い
賃
上
げ
を
達
成
で
き
た
の
は
、
韓
国

労
働
者
が
生
活
水
準
向
上
に
向
け
て
「
貪

欲
」
で
あ
る
こ
と
の
賜
物
と
い
え
る
。

万
円
（
換
算
）

4,500

5,000

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
日本大企業 日本中小企業 韓国中小企業韓国大企業

図3 製造業資本装備率の日韓比較（日本は2018年度、韓国は2019年）

出所：日本は、中小企業庁『2020年版中小企業白書』98頁から引用。元の資料は、財務省「平成30年度法人企業統
計調査年報」；韓国は、ISTANS（産業統計分析システム）https://www.istans.or.kr/su/newSuTab.do?scode=S327
（2022年 4月1日閲覧）
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と
同
時
に
、
賃
上
げ
を
実
現
す
る
組
合

機
能
も
重
要
で
あ
る
。
韓
国
の
1
0
0
人

以
上
企
業
の
協
約
賃
金
引
上
げ
率
が
一
定

水
準
以
上
を
保
っ
て
き
た
こ
と
を
す
で
に
み

た
が
、
こ
れ
は
、
労
働
組
合
の
賃
上
げ
効

果
を
示
す
も
の
で
あ
る
。
関
連
研
究
に
よ

れ
ば
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前
ま
で
そ
れ
は

5
〜
8
％
程
度
で
あ
っ
た
（
つ
ま
り
、
組
合

員
で
あ
る
労
働
者
が
、
非
組
合
員
の
労
働

者
に
比
べ
て
、5
〜
8
％
程
度
高
い
賃
金
を

受
け
取
っ
た
）。
た
だ
し
、
そ
の
後
は
、
賃
金

上
昇
率
自
体
が
下
が
る
な
か
で
、
労
働
組

合
の
賃
上
げ
効
果
も
低
下
し
て
い
る
。
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
組
合
の
賃
上
げ
機

能
が
大
衆
に
ア
ピ
ー
ル
し
て
い
る
こ
と
も

事
実
で
あ
る
。
現
に
、
組
合
組
織
率
は
高

ま
っ
て
い
る
の
で
あ
る
（
2
0
1
9
年
12
・

5
％
か
ら
2
0
2
0
年
14
・
2
％
へ
）。

　

組
合
の
賃
上
げ
効
果
と
か
か
わ
っ
て
考

え
る
べ
き
は
、
こ
れ
が
、
格
差
の
拡
大
に

つ
な
が
る
か
否
か
で
あ
る
。
理
論
的
に
は

両
方
あ
り
得
る
が
、
韓
国
の
場
合
は
、
組

合
が
格
差
を
抑
制
し
、
平
等
化
を
も
た
ら

し
て
い
る
こ
と
が
実
証
さ
れ
て
い
る
。
例

え
ば
、
2
0
1
6
年
現
在
、
組
合
の
賃
上

げ
効
果
は
、
10
分
位
数
の
う
ち
5
分
位
に

当
た
る
労
働
者
に
お
い
て
9
・
7
％
と
も
っ

と
も
大
き
か
っ
た
。
対
し
て
、
低
賃
金
の
1

分
位
の
労
働
者
に
は
1
・
8
％
の
賃
上
げ

効
果
を
も
た
ら
す
反
面
、
高
賃
金
の
9
分

位
の
労
働
者
に
は
む
し
ろ
8
・
8
％
の
賃
下

げ
効
果
を
も
た
ら
し
た
の
で
あ
る
。

5
国
は
、
ど
の
よ
う
な
姿
勢
で

賃
上
げ
に
臨
ん
で
い
る
の
か
？

　

本
稿
が
対
象
と
し
て
い
る
2
0
0
0

〜
2
0
2
0
年
の
間
、日
本
の
賃
金
が
全

般
的
に
下
が
っ
て
い
る
な
か
、
最
低
賃
金

だ
け
は
年
平
均
1
・
6
％
の
率
で
上
昇
し

た
。
こ
れ
こ
そ
国
の
政
策
の
効
果
を
示
し

て
く
れ
る
も
の
で
あ
る
。
た
だ
し
、
そ
れ

が
十
分
で
あ
っ
た
か
に
つ
い
て
は
、
予
断

を
許
さ
な
い
。
韓
国
は
、
よ
り
激
し
い
形

で
最
賃
を
引
き
上
げ
た
か
ら
で
あ
る
。
同

期
間
、
韓
国
の
最
賃
引
上
げ
率
は
年
平
均

8
・
6
％
に
達
し

た
。
結
果
、2
0
1

1
年
に
中
位
賃
金

対
比
45
％
の
水
準

に
あ
っ
た
最
低
賃

金
は
、2
0
2
0
年

に
は
中
位
賃
金
対

比
62
％
の
水
準
に

な
っ
た（
同
年
、フ

ラ
ン
ス
は
61
％
）。

対
し
て
、日
本
の
そ

れ
は
、2
0
1
1
年

38
％
か
ら
2
0
2

0
年
45
％
へ
ア
ッ

プ
す
る
に
止
ま
っ

て
い
る
。

　

こ
の
相
違
は
、
そ

の
都
度
の
政
策
の

ほ
か
、
制
度
的
な
違

い
を
一
定
程
度
反

映
し
て
い
る
。
日
本

に
お
い
て
最
低
賃

金
は
、
①
労
働
者
の

生
計
費
、
②
労
働

者
の
賃
金
の
状
況
、
③
企
業
の
賃
金
支
払

能
力
を
総
合
的
に
勘
案
し
て
定
め
る
。
こ

れ
に
対
し
、
韓
国
の
場
合
は
、
①
労
働
者

の
生
計
費
、
②
類
似
し
た
労
働
者
の
賃
金
、

③
労
働
生
産
性
、
④
所
得
分
配
率
を
考
慮

し
て
定
め
る
。
日
本
の
場
合
は
「
企
業
の
賃

金
支
払
能
力
」、
韓
国
の
場
合
は
「
所
得

分
配
率
」
を
よ
り
重
視
す
る
制
度
な
の
で

あ
る
。

　

以
上
の
よ
う
な
制
度
的
・
政
策
的
相
違

は
、
最
賃
と
そ
れ
を
媒
介
と
し
た
賃
金
の

底
上
げ
に
対
し
、
異
な
る
影
響
を
及
ぼ
し

た
。
図
４
を
み
よ
う
。
こ
れ
は
、
最
低
賃
金

未
満
率
と
影
響
率
の
推
移
を
示
し
た
も
の

で
あ
る
。
こ
こ
で
未
満
率
と
は
、
労
働
者
の

う
ち
、
現
在
そ
の
受
け
取
る
賃
金
が
最
低

賃
金
未
満
の
者
の
比
率
を
い
う
。一
方
、「
影

響
率
」
と
は
、
最
賃
額
を
改
定
し
た
後
に
、

そ
れ
に
合
わ
せ
て
賃
上
げ
を
し
け
れ
ば
、

改
定
最
賃
額
を
下
回
り
、
結
果
的
に
法
違

反
と
な
る
労
働
者
の
割
合
を
い
う
。
影
響

率
が
高
い
ほ
ど
、
現
行
の
賃
金
に
対
す
る

最
賃
の
政
策
効
果
は
高
い
こ
と
と
な
る
。

図
か
ら
次
の
二
点
を
読
み
取
る
こ
と
が

で
き
る
。
一
つ
は
、
日
本
に
比
べ
、
韓
国

の
未
満
率
が
極
め
て
高
い
と
い
う
点
で
あ

る
。
も
う
一
つ
は
、
最
近
は
日
本
の
影
響

率
も
上
昇
し
て
い
る
も
の
の
、
韓
国
の
影

響
率
は
そ
れ
を
は
る
か
に
上
回
る
レ
ベ
ル

に
高
止
ま
り
し
て
い
る
と
い
う
点
で
あ
る
。

2
0
1
9
年
に
は
25
・
0
％
の
水
準
に
達

2002 05 06 07 08
年

1514 16 17 18 19 20 211103 04 09 10 12 13

30

25

20

15

10

5

0

％

日本未満率（%）
日本影響率（%）
韓国未満率（%）
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図4 日本と韓国の最低賃金未満率および影響率の推移

出所：日本は、厚生労働省「最低賃金に関する基礎調査」；韓国は、最低賃金委員会『2021年最低賃金審議便覧』81-83頁
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低迷からの脱出～労働組合だからできること
特 集

し
、
全
労
働
者
の
４
分
の
１
が
最
賃
の
影

響
圏
内
に
入
る
結
果
と
な
っ
た
。
な
お
、
最

賃
が
上
が
る
と
、
通
常
、
そ
の
周
辺
の
賃
金

も
連
動
し
て
上
が
る
傾
向
が
あ
る
。
こ
の
最

賃
の
間
接
的
な
効
果
を
も
考
慮
に
入
れ
る

と
、
韓
国
に
お
い
て
は
、
底
辺
に
位
置
す
る

多
数
の
労
働
者
の
賃
金
が
、
こ
の
最
賃
に

よ
っ
て
下
支
え
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。

6
韓
国
の
経
験
は
、日
本
に

何
を
示
唆
す
る
の
か
？

以
上
か
ら
、
日
本
の
抱
え
る
問
題
の

一
端
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
た
と
思
わ
れ

る
。
一
時
期
、
日
本
は
「
製
造
強
国
」
を

誇
っ
た
。
今
も
そ
の
神
話
の
う
え
に
あ
ぐ

ら
を
か
き
、
日
本
で
は
O
J
T
に
鍛
え

ら
れ
た
多
く
の
人
材
が
、
高
い
生
産
性
と

品
質
を
支
え
て
い
る
と
い
う
人
は
少
な
く

な
い
。
日
本
の
人
材
が
優
秀
で
あ
る
こ
と

は
論
を
待
た
な
い
。
問
題
は
、
2
0
0
0

年
前
後
の
リ
ス
ト
ラ
を
転
換
点
と
し
て
、

多
く
の
日
本
企
業
が
投
資
を
止
め
、
代

わ
り
に
人
件
費
削
減
に
走
っ
た
こ
と
で

あ
る
。
日
本
企
業
が
韓
国
（
お
よ
び
中

国
）
と
「
価
格
」
競
争
を
し
よ
う
と
し
た

こ
の
時
期
、
韓
国
企
業
は
日
本
に
追
い
つ

こ
う
と
「
投
資
」
を
積
み
重
ね
た
。
そ
の

違
い
が
、
い
ま
の
両
者
の
現
状
を
形
つ
く

っ
て
い
る
。
日
本
が
こ
の
慣
性
か
ら
抜
け

出
な
い
限
り
、
優
秀
な
「
人
材
」
も
宝
の

持
ち
腐
れ
と
い
え
よ
う
。

　

こ
の
よ
う
な
企
業
行
動
の
転
換
を
出
発

点
と
す
る
「
内
向
き
」
は
、
も
は
や
日
本
社

会
の
体
質
と
化
し
た
よ
う
な
感
さ
え
あ
る
。

企
業
は
、
一
度
給
与
（
特
に
所
定
内
給
与
）

を
上
げ
る
と
、
後
で
は
下
げ
づ
ら
い
と
い

う
理
由
で
賃
上
げ
を
躊
躇
す
る
。
労
働
者
・

労
働
組
合
は
、
賃
上
げ
が
企
業
の
実
績
に

マ
イ
ナ
ス
の
影
響
を
与
え
、
雇
用
を
危
な

っ
か
し
く
す
る
や
し
な
い
か
と
い
う
理
由

で
賃
上
げ
を
自
粛
す
る
。
国
は
と
い
え
ば
、

「
過
度
な
」
賃
上
げ
は
、
企
業
の
支
払
い
能

力
に
支
障
を
も
た
ら
す
と
い
う
理
由
で
賃

上
げ
を
抑
え
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
れ

で
は
、「
賃
金
低
下
↓
内
需
不
足
↓
生
産
性

停
滞
↓
賃
金
低
下
」
と
い
う
閉
じ
た
ル
ー

プ
か
ら
脱
出
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

　

で
は
、
突
破
口
は
開
け
る
だ
ろ
う
か
。

そ
の
端
緒
は
、
賃
上
げ
の
た
め
の
諸
々
の

方
策
以
前
に
、「
安
い
日
本
」
そ
の
も
の
を

阻
止
し
よ
う
と
す
る
考
え
方
か
ら
得
ら
れ

る
か
も
知
れ
な
い
。
そ
の
た
め
に
は
、
第

一
に
、
企
業
の
支
払
い
能
力
に
む
や
み
に

寛
大
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。
支
払
い
能

力
を
考
慮
す
る
の
は
、
成
長
潜
在
力
が
あ

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
一
時
的
な
原
資
不

足
で
苦
境
に
陥
り
か
ね
な
い
企
業
の
た
め

で
あ
っ
て
、
現
状
の
維
持
だ
け
に
汲
々
と

す
る
企
業
の
延
命
の
た
め
で
は
な
い
。
も

と
も
と
望
ま
し
い
経
済
と
は
、
ろ
く
に
賃

金
も
支
払
え
な
い
よ
う
な
企
業
は
淘
汰
し
、

そ
の
資
源
が
よ
り
効
率
的
な
と
こ
ろ
に
再

配
分
さ
れ
る
こ
と
で
達
成
さ
れ
る
も
の
で

あ
る
。
第
二
に
、
雇
用
へ
の
こ
だ
わ
り
す

ぎ
も
再
考
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
も
と

も
と
日
本
の
労
働
者
・
労
働
組
合
が
雇
用

を
重
視
し
た
の
は
、
単
に
生
き
る
糧
を
手

に
入
れ
る
た
め
で
は
な
く
、
企
業
の
な
か

で
の
自
己
実
現
を
求
め
た
た
め
で
あ
っ
た
。

し
か
し
、
停
滞
す
る
企
業
に
こ
だ
わ
る
だ

け
で
、
本
当
の
自
己
実
現
が
で
き
る
か
が
、

い
ま
問
わ
れ
て
い
る
。
雇
用
は
重
要
で
あ

る
が
、
無
条
件
の
雇
用
維
持
で
は
な
く
、

雇
用
と
賃
金
と
を
天
秤
に
か
け
、
そ
の
バ

ラ
ン
ス
を
と
る
こ
と
が
必
要
と
い
え
よ
う
。

な
お
、
そ
ろ
そ
ろ
「
官
製
春
闘
」
か
ら
も
抜

け
出
す
べ
き
で
あ
る
。
賃
金
は
労
使
が
決

め
る
、
賃
上
げ
は
組
合
が
リ
ー
ド
す
る
、
と

い
う
堂
々
と
し
た
姿
勢
で
臨
ま
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
の
で
あ
る
。「
安
い
日
本
」
か
ら

脱
却
す
る
た
め
、
止
ま
り
か
け
て
い
る
自

分
と
企
業
と
日
本
社
会
の
エ
ン
ジ
ン
を
も

う
一
度
再
起
動
す
べ
き
で
は
な
か
ろ
う
か
。
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